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● 「三方五湖」と「若狭湾」という、性質の異な

る豊かな水資源に囲まれた地理的環境を有

しています。

● 約65軒の宿泊施設があり、その多くが漁業

と宿泊業を兼業する家族経営の「漁師民

宿」であるという、全国的にも稀有な観光資

源が集積しています。

● 年間約60万人の旅行者が訪れ、リピーター

客が多いという傾向があります。

福井県若狭町は、ラムサール条約登録湿地の「三方五湖」とリアス式海岸の「若狭湾」が織りなす美しく

豊かな景観が最大の魅力です。古くから「御食国」として都の食を支えた豊かな食文化や、伝統的な漁

村で営まれる穏やかな暮らしを肌で感じることができます。

魅力

特徴

取組エリア

福井県若狭町

1.はじめに
(1) 地域の魅力・特徴
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若狭エリアマネジメントコンソーシアム

コンソーシアム名

実施主体

1.はじめに
(2) コンソーシアム

福井県若狭町

■ 代表団体／企業

■ 活動地域

■ 活動概要・経歴

一般社団法人若狭三方五湖観光協会

社団法人三方町観光協会として1963年12月に設立しました。その後、2005年に三方町と上中町が

合併し若狭町が誕生したことに伴い、「社団法人若狭三方五湖観光協会」となりました。 当協会は、

若狭町の観光資源の開発や観光事業の振興を通じて、地域経済の発展と地域文化の向上に寄与

することを目的としています。 設立以降60年間余りにわたり、地域の観光振興に関わる様々な事業

を展開しています。
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現状及び課題、解決策と目指す姿

本実証エリアとなる若狭町は、若狭湾国定公園のリアス式海岸と、ラムサール条約登録湿地である三

方五湖という、海と湖の豊かな水資源に恵まれており、漁業と宿泊業を兼ねた「漁師民宿」を中心に、63

軒の宿泊施設が立地しています。

しかし、その多くは家族経営であり、経営者の高齢化も進行しているため、IT活用のための知識や人的

リソースには限界があります。宿泊予約や販促にはOTAの活用が一般的ですが、自社での導入・運用が

難しく、多くの事業者が高額な費用をかけて外部に委託しているのが現状です。このように、事業者はITリ

テラシーの不足により、DXを進めることでかえって経費が増加してしまうというジレンマを抱えています。従来

は各事業者のITリテラシー向上を促すアプローチも見られましたが、日々の業務に追われる中で高度なデジ

タルツールを使いこなすことは困難です。

そのため、個々の事業者にデジタルの習得・運用を求めるのではなく、観光協会が中心となり、予約管

理や情報発信等の業務を一元的に支援・代行する体制構築が求められています。

そこで本事業では、まず地域全体で共通の予約管理システム等を導入・契約し、業務の効率化とランニン

グコストの削減を図ります。若狭共通システムの導入により、集約的な運用管理や支援が可能となり、地

域内でデジタル人材を採用し、従来地域外に委託していた業務の内製化を進めていきます。

これにより、地域内での売上と雇用の創出を実現し、地方の伝統的な暮らしと産業を守りながら、持続

可能な「過疎観光地域活性化モデル」の構築を目指します。
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2.地域が目指す姿・事業概要

事業概要

実証内容

以下のとおり、「若狭共通システムの導入」と「エリアマネジメント人材による支援」により、地域内の中間

支援機能を構築し、効果的・効率的なエリアブランディングとマーケティングを行います。これにより、地域の

観光資源である漁師民宿の経費抑制と高収益化を実証します。

取組1.若狭共通システム導入

取組2.地域サイト・DMP・CRMの整備

取組3.地域共通販促・再来訪マーケティングの実証

取組4.地域共通宿泊運営ゲスト対応実証

漁師民宿の宿泊運営・販促・予約管理を一元化し、地域全体を「若狭漁村まるごとホテル」として再編

するため、地域共通のPMS（宿泊管理システム）やサイトコントローラーを導入します。加えて、地域サイト

や若狭共通システムを活用したDMPの整備、および再来訪促進を目的としたCRM（顧客管理システ

ム）の整備を行います。 これらを運用・管理するエリアマネジメント人材を地域内で採用し、経営支援業

務を内製化します。事業者に代わり、データを活用した予約管理やマーケティング戦略・販促を担うことで、

事業者への負担を最小限に抑えながらDXを推進し、面でのブランディングと高収益化を図ります。
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3.実証事業
(1) 全体像

課題

取組

成果

• リテラシーや人材不足等によるアナログ運営、OTAの未活用、販路機会の損失

• 外部OTAの手数料、外部へのDX支援委託費の流出

• 地域DMPがなく、データを活用したマーケティング等未実施

• 地域一体でのブランドや魅力訴求の不足

GOAL
（中長期

ビジョン）

持続可能な過疎地域観光モデルの実現
➢ エリアマネジメント人材の中間支援（集約的な運営管理）による、事業者に負荷を強いないDX化

➢ 地域全体での高収益化と地域DMPを活用したマーケティングによる地域としてのブランディング

➢ 地域一体での共通宿泊運営、地域まるごとホテル化

• 地域共通の宿泊管理システムやサイトコントローラーの導入

• 地域サイトや若狭共通システムを活用したDMPおよび再来訪促進を目的としたCRMの整備

• エリアマネジメント人材による予約管理代行やデータを活用したマーケティング戦略・販促

• 地域全体を「若狭漁村まるごとホテル」として再編するため、地域共通宿泊運営の実証

➢ エリアマネジメント人材や観光協会等が連携して個々の事業者に対する伴走支援体制を構築し、きめ細や

かな支援によって、IT活用・DXに向けた意識・機運が地域全体で高まりました。

➢ 個々の事業者への支援・地域サイトの構築等を通じて、個々の事業者が地域全体について考えるきっかけと

なり、地域一体で取り組む機運が高まりました。

➢ 地域サイト・共通システムの効果（収益向上、外部に流出するコスト削減、業務効率化等）が一部見え

始め、中長期的に共通システムを通じた収益向上と業務効率化の基盤を整備できました。

➢ 地域DMPの基盤を整備し、データに基づくマーケティング戦略案を策定しました。

システム導入軒数を増やし、事業者の収益向上と業務効率化を最大化していくとともに、システムから得られるデー

タ量を増やし地域DMPの精度を高めます。

地域DMPに基づくマーケティング施策の実行と評価分析を繰り返し、地域としてのブランディングを進めます。

地域一体での共通宿泊運営に向けた実証をすすめ地域まるごとホテルに向けたアクションプランを策定します。

取り組みの

深化・拡大



3.実証事業
(1) 全体像

7

漁師民宿事業者（63施設）

若狭漁村まるごとホテル（海辺の分散型ホテル）

中間支援

（地域マネジメント組織）

若狭エリアマネジメント

若狭三方五湖観光協会

地域人材（ I T 活用）

地域共通サイトコントローラー・PMS導入

OTA販促・レベニューマネジメント支援

ゲスト・チェックイン地域一元対応 運営・経営アドバイス

地域サイト・ DMP・CRM整備

エリアマネジメント人材による支援

地域共通販促

再来訪マーケティング

地域共通

宿泊運営・ゲスト対応

リピーター

新規宿泊旅行者獲得

ADR・域内消費額UP

共同ゲスト対応

域内業務効率化

外部人材による専門スキル支援地域人材による手厚い伴走支援

地域活性化起業人・プロボノ町・観光協会・地域金融機関



3.実証事業
(2) 目標・取組内容

取組

若狭共通システムの導入および直販

支援

頁

取組①

P.15

P.32

P.53

P.66

取組②

取組③

取組④

取組概要

民宿群を「若狭漁村まるごとホテル」と位置づけ、地域一体で国

内外の旅行者への対応や、地域内観光情報のコンシェルジュ対

応の可能性を検証します。

目標

Goal：事業者に負荷を強いない高収益化

KGI：域内経済効果 2,200万円

KPI：若狭共通システム導入軒数 30軒
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地域サイト・DMP・CRMの整備

地域共通販促・

再来訪マーケティングの実証

地域共通宿泊運営ゲスト対応実証

地域共通でサイトコントローラー・PMSを若狭三方五湖地域の漁師

民宿（若狭三方五湖観光協会登録宿泊事業者63施設）に共

同導入し、地域での販促・宿泊管理基盤を整備します。

地域サイトを整備し若狭共通システムに接続します。また、若狭共

通システムの導入により収集される宿泊データの分析を実施する分

析基盤を整備し、販促・マーケティングの一体化を確立します。

中間支援組織がDMP・CRMを活用したマーケティングを実施します。

地域の顧客属性に合わせた販促・プラン作成等、地域共通での

集客促進・再来訪施策を展開します。



3.実証事業
(2) 目標・取組内容

若狭共通システム導入

取組の詳細

取組①

取組概要：地域共通でサイトコントローラー・PMSを若狭三方五湖地域の漁師民宿（若狭三方五湖観

光協会登録宿泊事業者63施設）に共同導入し、地域での販促・宿泊管理基盤を整備します。
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【概要】

まず対象地域の全事業者に対し、PMS・サイトコントローラーの導入状況およびOTA登録・利用状況の実態調査を実

施し、現状を把握しました。 事業者向け説明会や個別協議を実施し、本事業の詳細説明を行うとともに、現状の課

題や支援希望内容等をヒアリングしました。共通システム導入の意思を示した事業者とは、システム要件を協議の上、

選定・導入サポートを実施しました。 また、システム導入が困難な事業者に対しては、Googleビジネスプロフィールの登

録をはじめとした支援を行い、販路開拓と直販拡大による収益改善を図りました。

結果として、若狭共通システム導入4軒、Googleビジネスプロフィール登録等の直販支援28軒、プラン作成支援4軒、

地域サイト掲載支援20軒等、計32軒に対し、DXによる高収益化支援を行いました。

【内容】

• OTA登録・利用状況の実態調査

• 事業者向け説明会および若狭共通システム導入勉強会の実施

• システム要件の協議および地域共通システムの選定

• 若狭共通システムの導入および導入サポート

• Googleビジネスプロフィール登録支援

• OTA登録支援



3.実証事業
(2) 目標・取組内容

若狭共通システム導入・その他DX支援

取組の詳細（続き）

取組①
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【エリアマネジメント人材による伴走支援】

共通システム導入をはじめとするDX推進において、事業者に過度な負担をかけない形で浸透させる

ため、観光協会が中間支援組織の役割を担いました。協会所属のエリアマネジメント人材が事業者に

伴走し、以下の各種支援を行いました。

【支援内容】

• 共通システム導入支援（共通アカウントによる管理画面の共有）

• OTAへの接続支援

• 季節・地域特性に合わせたプラン作成

• Googleビジネスプロフィールへの登録支援

• 宿泊データの顧客名簿化

• 地域サイトへの掲載支援



63宿 37宿

26宿

若狭の宿 支援を求める宿

支援を求めない宿

・高齢化のため

・自分の代で廃業する

・客室数が少ないため対応できない 等

地域サイトへの掲載

KPI 手数料率の改善・誘客の支援の手法

直販支援
(収益改

善) GBP（Google Business Profile）

OTA支援
（誘客・

販路拡
大）

宿プランの作成支援

域外OTA登録支援（掲載OTA）

共通シス
テム支援

業務効率化支援

マーケティング支援

K

G

I

経

済

効

果

（

金

額

）

・
・
・

3.実証事業
(2) 目標・取組内容

若狭共通システム導入・その他DX支援取組①
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3.実証事業
(2) 目標・取組内容

地域サイト・ DMP・CRMの整備

取組の詳細

取組②

地域サイトを準備し若狭共通システムに接続、また若狭共通システムを導入することで収集される宿泊

データをもとに疑似的な地域DMP・CRMを整備し、販促・マーケティングの地域一体化基盤をつくりました。
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●地域サイト整備

システムを導入する宿も交えて、当該地域の予約サイトとしてふさわしい内容を検討しました。その結果、

漁師民宿の魅力を「『共同漁』という漁村文化と、『その日に使う分だけを獲る』というサステナブルな漁

の哲学の体感」と定義しました。 単なる予約機能（OTA機能）にとどまらず、漁師民宿のブランド価

値を高め、唯一無二の体験を求めて訪れる旅行者を獲得するためのメディアとして機能させることを目

指しました。

●地域DMP整備

若狭共通システム経由で蓄積される予約情報と顧客データの収集・分析を進め、若狭地域のDMPとし

てマーケティング戦略の基盤を整備しました。今回の実証期間だけでは十分なデータ量を確保することが

困難であったため、今後も継続してデータを蓄積し、本格的な地域DMPとして機能させていく方針です。



3.実証事業
(2) 目標・取組内容

地域共通販促・再来訪マーケティング実証

取組の詳細

取組③

DMP・CRMを活用しターゲットとなる顧客属性に対してDMを実施しました。データ量の不足を補うためヒアリングによる調

査も実施し、これらのデータを元に現状分析を行い、マーケティング戦略について整理検討しました。
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データを活用した地域共通販促として、DMPから見えてきた、顧客となりうる属性に対し、オリジナルの

宿泊プランのチラシを送付しました。

また、地域DMPのデータ量不足を補うため、宿や旅行者へのヒアリングを実施しました。これにより、定量

データと定性情報の双方から宿泊者の特徴や嗜好等を分析し、マーケティングに活用しました。分析結

果に基づき、本地域の提供価値および観光コンセプトを再定義し、今後のマーケティング戦略案を策定

しました。

【内容】

• 整備した地域DMP・CRMの分析

• 宿・旅行者へのヒアリング調査

• DMPとヒアリングレポートを元に対象属性へのDM

• 戦略ターゲットの設定

• 提供価値・観光コンセプトの策定

• マーケティング戦略の策定



3.実証事業
(2) 目標・取組内容

地域共通宿泊運営ゲスト対応実証

取組の詳細

取組④

民宿群を「若狭漁村まるごとホテル」とし、地域一体で国内外ゲストへの対応、地域内観光情報のコン

シェルジュ対応の可能性を検証しました。
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【概要】 

若狭共通システムの導入ならびに地域サイトの整備により、予約管理の一元化に向けた基盤を整備し

ました。共通運営のうち、予約の一元管理からフロント業務部分の共通運営についてシミュレーションし、

課題と検討事項の洗い出しを行いました。今後は、各宿が担う業務と支援組織が代行可能な業務を

整理し、地域一体となった効率的な宿泊運営および旅行者対応について検討を進めます。

また、実証結果と地域DMPに基づくマーケティング戦略方針を踏まえ、宿と協議を重ねながら、地域全

体を「若狭漁村まるごとホテル」と見立てた運営体制の整備に向け、計画を策定します（次年度以降

の取組として）。

【内容】

• 予約受付機能の一元化に向けた課題と検討事項の整理

• 「若狭漁村まるごとホテル」実現に向けた計画策定に向けた検討



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

⚫ システム運用イメージ

⚫ コンセプト・機能概要

◼ システムについて

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援
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【採用システムの概要】 

Check inn社が提供する、PMS・サイトコントローラー・直接予約機能一体型のシステムを採用しました。 対応OTAは、

楽天トラベル・じゃらんnet・一休.com・るるぶトラベル・Booking.com・Airbnb・Relux・Expedia等です。

PMS機能

客室管理

受付管理
顧客管理

売上管理

サイトコントローラー

機能

在庫調整
プラン変更

OTA

直接予約

（自社HP）

接続支援登録・管理支援

サポート依頼／接続サポート

顧客データ吸い上げ

地域

サイト

電話予約

管理・運営

若狭共通システム

旅行者宿

観光協会



● UI/UX

◼ システムについて

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

特定の「期間」「客室

タイプ」「人数条件」を

詳細に指定して、複

数の宿泊プランを一

括で作成・編集でき

るインターフェースを採

用しています。ターゲッ

トを絞った「限定プラ

ン」で戦略的な集客

も行えます。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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● UI/UX

◼ システムについて

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

全宿泊予約を一

画面に集約し、リ

アルタイムで把握

できる画面構成を

採用しています。

旅行者の過去の

宿泊回数や食事

の好み、アレルギー

情報等の詳細な

顧客情報も画面

上で確認でき、勘

に頼らないデータで

経営を可視化しま

す。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

17



取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

取組前（before） 取組結果（after）

共通システムを導入した宿数 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
最終

値

実績値 ０ ０ 2 3 ４ 4 4 4

目標値 ０ ０ ０ ０ 20 25 30 30

取組結果の分析

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

• リテラシー不足等による

OTAの未活用、販路

機会の損失

• アナログ管理による煩

雑で非効率な運営

• 外部OTAへの手数料

の流出

• 高額な外部へのDX化

委託費の発生

⚫ OTA接続による販路拡大

⚫ 共通システムの共同管理と運用支援による負担軽減

⚫ 請求書・領収書等のデジタル対応による作業効率化

⚫ 予約情報・顧客情報の一元化による顧客管理とマーケティング対応

⚫ 直販機能の強化による収益改善

⚫ 地域外へのサポート手数料の内部留保への転換

高齢化や将来的な廃業を見据えている事業者においては、支援を必要としていない実態が明らかになりました。また、既

存ベンダーとの複数年契約により、速やかなシステム切り替えが困難な事業者も一定数存在し、これらがKPIの達成状況

に影響を及ぼしました。 そのためこれらの事業者に対してはシステム導入以外の支援策を検討し、直販強化による収益

改善を支援することで、地域全体の収益最大化を図りました。現在、先行してシステムを導入した事業者の成果を判断

材料として、導入を慎重に検討している事業者も多数存在します。今後の導入拡大に向けては、導入済み事業者の経

済効果を最大化し、その成果を可視化していくことが重要であると考えます。

18

◼ まとめ



直販支援 OTA支援
共通システム導入

GBP登録支援 地域サイト掲載 プラン作成支援 OTA登録支援

支援対象宿数 28 37 20 20 4

支援実施宿数 28 20 4 4 4

支援率 100% 54％ 20% 20% 100%

地域全体の収益最大化を最終目標（KGI）と定め、若狭共通システムの導入件数だけでなく、以下の支援実績も

評価指標として重視しました。

• 収益性の改善支援：自社サイト等の直販比率向上に向けた支援

• 収益機会の拡大支援：OTAへの登録および宿泊プラン作成の代行支援

直ちにシステム導入へ踏み切ることが困難な宿に対しても、これらに準ずるDX支援を実施することで、地域全体の収益

最大化を図りました。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

19

• 地域サイト掲載：サイトコントローラー等未導入の宿を優先し、システム導入宿も含め計20軒を掲載しました。他社システム使用宿につい

ては、既存システムと地域サイトとの接続方法を確認しながら、今後随時掲載していきます。

• プラン作成支援：共通システム導入の4軒のみの実施となりました。それ以外の宿は家族経営でありこれ以上の稼働ができない、またコス

トの観点等からOTA登録意向がないこともあり、プラン作成支援意向がなく支援に至りませんでした。

• OTA登録支援：共通システム導入宿以外は直接予約のみかOTAに一つだけ登録しているところが多く、サイトコントローラーを使わずに管

理していました。新たなOTAへの登録はオーバーブッキングへの懸念が強く、共通システムを使ったマネジメント人材による支援は導入した宿

の様子を見たうえで判断したいという意向が強く支援実施に至りませんでした。

◼ KPI補足



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

全63軒のうち、DX支援を希望しない26軒を除く37軒を、本実証におけるシステム導入のターゲットとしました。

その内訳は以下の通りです。

• システム未導入の宿：20軒 他社システム導入済みの宿：17軒

本実証の結果、システム未導入であった宿のうち、4軒が共通システムを新規に導入しました。 一方、他社システム導入済みの宿につ

いては、13軒が最長5年にわたる複数年契約を締結中であることが判明しました。これにより、今年度中のシステム切り替えが困難で

あることが明らかとなりました。

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7

支援意向なし

未導入

共通システム導入

他社システムと複数年契約

他社システム契約

26
他社のシステムを利用している宿

（そのうち複数年契約している宿が13軒）

サイトコントローラー

等未導入の宿

各宿の状況の整理（SC,PMSの導入状況）

26

支援意向なし

16 134 4

20



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

◼ システム導入宿への支援内容

1．DX支援

・共通システム操作・運用支援

・（はがきに代わる）サンクスメール、フォローメール作成支援

2．直販支援（収益性向上支援）

・地域サイトの接続代行 ・公式サイト作成支援

・GBPのアカウント管理と管理支援（写真、テキストの更新支援）

・SNS導入、活用アドバイス ・オプション作成、プライシング支援

・プラン作成支援（地域催事に紐づけたプラン、季節の風景や旬の食材を取り入れたプラン等）

3．販路拡大支援

・OTA登録支援 ・メディア活用支援（プレスリリース作成支援）

4．その他（今後実施予定）

・宿泊業経営に役立つセミナーを開催（行政・商工会との連携、SNS活用講習、地域の宝掘り起し等）

・地域内交流の場を構築（悩み事相談・仲間意識の向上・担い手の意識調査等）

・CRM整備支援、再来訪マーケティング支援（顧客に対するDM発送）

21



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

◼ システム導入宿への支援内容

22

▲共通システム操作支援の様子

作成支援したプラン（一部抜粋）



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

◼ システム導入宿への支援内容

23

▲投稿支援したSNSのスクリーンショット（一部抜粋）



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

◼ システム導入宿への支援の成果①（定量的な観点）

24

宿A 宿B 宿C 宿D 合計

前期12～1月期合計 2,740,250 5,420,000 3,093,850 1,244,543 12,498,643

今期12～1月期合計 2,095,600 7,780,000 2,637,100 1,327,250 13,839,950

増減額 ▲644,650 2,360,000 ▲456,750 82,707 1,341,307

前期比 76.5％ 143.5％ 85.2％ 106.6％ 110.7％

システム導入した宿の前年同期間との売上比較（円）

※宿Aは親族の冠婚葬祭による休業と年末年始の休業が重なり、営業日数が前年同期間と比べ15～18日ほど少ない。

※今期1月期は1月27日時点での実績値を反映。今期1月は10～12日、22～25日にかけて大雪警報が発令されキャンセルが多かった。

参考値として、共通システムを導入した宿4軒の売上額で前年同期間と比較しました。

4軒のうち2軒において前年同期間比で増加が見られ、4軒の合計値で見ると、前年同期間比で

110％、134万円の増収となりました。

1月は当該地域に「顕著な大雪に関する気象情報」が発せられ、その影響でキャンセルが発生する中

での増収となり、システム稼働期間は短かったものの、地域サイト経由での予約等システム導入による

支援が一定の成果を上げたと考えられます。



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

◼ システム導入宿への支援の成果①（定量的な観点）

25

域外流出していた手数料の抑制効果（円）

宿A 宿B 宿C 宿D 合計

プラン作成代行手数料(※1) 107,650 1,500 0 29,300 138,450

地域サイト経由の売上に

係る手数料(※2)
4,200 1,500 0 3,100 8,800

合計 111,850 3,000 0 32,400 147,250

※1 域外の事業者に依頼せず、観光協会が代行作成支援したプランの売上に係る手数料で、観光協会の収入となり

地域観光振興の財源となるもの。

※2 観光協会が運営する地域サイト経由での売上に係る手数料で、同じく地域観光振興の財源となるもの

観光協会によるプラン作成手数料ならびに地域サイト経由での予約に係る手数料を、従来域外事業

者に支払っていた手数料の域内転換分として捉え、抑制効果を算出しました。

1軒は予約が発生しませんでしたが、多い宿では期間中約11万円の流出抑制につながりました。実証

期間が短く、額は小さかったですが、今後システム導入宿が増えるにつれて、抑制効果も大きくなってい

くシミュレーションをしています（62P参照）。地域サイト経由での予約額が少ないため、地域サイトのコ

ンテンツの充実やOTAとのプランの差別化等を図る等、サイト流入数とコンバージョンを高める対策が必

要であると考えています。



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

◼ システム導入宿への支援の成果②（定性的な観点）

26

作業の効率化

「アナログで実施していた請求書、領収書等の出力作業の時間短縮につながり、空いた時間をその他の業務に振り

分けることができるので助かっている」という声をいただいています。

請求書、領収書はこれまですべてチェックアウト時に手書きしており、そのたびに酒類や食べ物の追加等を確認し、手

計算で金額を算出しなければならず、業務が立て込む時間に非常に負担のかかる作業でした。今回システムを導入し

たことにより既に完成しているデータを印刷するだけで対応でき、1件につきおよそ5分ほど作業時間が短縮できました。

一日の件数が5～10件であるためおよそ25～50分/日の時間短縮ならびに業務負担軽減と効率化につながりました。

また、本作業の副産物として、これまで即座に把握することが難しかった売れ筋商品（オプション・飲み物・お土産

等）が可視化され、次のお客様への提案や対応が行いやすくなったことがあります。

今後は、リピーターのお客様に関する過去の利用情報も蓄積できるため、新たな予約時のサービス紹介がよりスムーズ

になるとともに、個々のお客様に寄り添った対応が可能になります。これにより、「これまで以上にコミュニケーションが取

りやすい環境」の構築が期待されます。

営業意欲の向上

上記の業務負担軽減ならびにエリアマネジメント人材による伴走支援により、改めてプランについて考える機会が創出さ

れ、「地域の魅力を再認識できた」「今後もお客様に喜んでもらえるようなプランを作成したい」という意欲が感じられるよ

うになりました。今後もマネジメント人材との闊達な意見交換を通じて、地域一丸での魅力向上に向けた取組の輪が

広がっていくと予想しています。



◼ 工夫した点・注力した点

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

1. コーチング人材および有識者との意見交換

コンソーシアムメンバー内の知見を高め、本地域の課題を中立的な視点で整理するため、コーチング人材や

地元の有識者へ積極的に助言を求めました。PMS、サイトコントローラー、ダイレクトブッキングの各役割に

ついて学び直すとともに、共通システムに必要となる機能について、①OTAとの接続機能、②PMSとの連

携（２WAY）、③代行管理機能、④データの集約と管理機能、等が必要であると助言を受けました。

システムに不可欠な機能と運用面で代替可能な機能を改めて整理でき、事業者の紹介も受けられたこと

で、限られた期間内でのベンダー面談・選定を円滑に進めることができました。

識者：福井県観光連盟 スパーバイザー 於保 様

内容：PMS、サイトコントローラー、予約エンジンの役割

共通システムに必要となる機能 等

識者：ナビタイムジャパン 藤澤 様

内容：ベンダー選定の進め方 等

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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▲意見交換の様子



◼ 工夫した点・注力した点

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

2. 事業者への事前ヒアリング

正式な導入促進の前に、OTA未登録の事業者3者と率直な意見交換の場を設けたことで、現場の課題

感や期待感を把握することができました。聞き取った主な課題は、これまで触れてこなかったデジタル管理に

慣れるまでの時間への不安、オーバーブッキングやその他運用面でのトラブルへの懸念、ランニングコスト等で

した。一方でデジタル化移行の必要性は認識されおり、本事業については肯定的な受け止めでした。不安

を取り除き丁寧に伴走するエリアマネジメント人材の重要性を再認識するとともに、システム導入後の運

用イメージが明確になったことで、以後のベンダーとの協議事項を具体化することにつながりました。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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▲ 事業者ヒアリングの様子



◼ 工夫した点・注力した点

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

3. システム導入に向けた丁寧な働きかけ

全7地区ある漁村を2～3地区ごとの小規模単位に分け、全体説明会を実施しました。地区ごとに異なる

特色や関心に合わせて説明を行うことで、参加者からの活発な議論を促しました。 また、全体説明会に

参加できなかった事業者に対しては個別に訪問し、説明会同様に具体的な質問への回答や、導入に対

する障壁の聞き取りを行いました。

・9月3日 対象：遊子地区、海越地区 参加者：5軒5名

・9月9日 対象：世久見地区、食見地区 参加者：11軒12名

・9月10日 対象：常神地区、神子地区、小川地区 参加者：13軒14名

計：29軒31名

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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◼ 工夫した点・注力した点

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

3. システム導入に向けた丁寧な働きかけ

説明会の様子

SC未導入事業者からは月額利用料への負担感（地域OTAのみ登録ができないか）、紙台帳からの移

行した際のオペレーションの不安などの意見があがりました。一方でアナログ管理からの作業負担解消やプ

ラン登録支援等への期待の声も聞かれ、前向きな受け止めも見られました。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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▲常神地区説明会の様▲世久見地区説明会の様▲遊子地区説明会の様



◼ 工夫した点・注力した点

取組① 若狭共通システム導入・その他DX支援

4. 事業者ごとのカルテ作成

コーチング人材および有識者の助言のもと、事業者ごとに運営状況や導入への課題を洗い出してカルテ化

しました。これにより、システム導入以外の収益改善に向けた支援策を見出すことができました。同時に、

他社ベンダーとの複数年契約といったシステム導入への大きな障壁も明らかになり、対策を講じる必要性

を認識できました。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

31

個別事業者の
特定を避けるた

め非開示



● コンセプト・機能概要

■ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

【地域サイト概要】

■ 基本情報

ドメイン：ryoshi-yadocho.com

サイト名：『漁師の宿帖』（りょうしのやどちょう）

■ 機能・コンテンツ

宿泊予約機能

漁師民宿一覧（漁師宿の紹介）

若狭の漁村の詳細（歴史・文化等）

旬のピックアップ情報（カニ・フグ）

目的・地域別の情報発信

Instagramを活用した情報発信

Meta広告（Instagram・Facebook等）の運用

■ コンセプト

「若狭・漁師宿の魅力」 「共同漁」という漁村文化と、

「その日に使う分だけを獲る」というサステナブルな漁の哲

学の体感。

・トップページ動画

・漁師民宿一覧

・若狭の漁村の詳細（歴史・文化紹介）

32



⚫ サイト集客施策について

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

33

●施策内容

以下の施策を実施しました。

• 自然検索流入強化のためのSEO対策

• 初期集客拡大のためのSNS広告配信

また、各施策の進捗・効果検証として、GoogleアナリティクスやGoogleサーチコンソール等のアクセス解析ツールを用いた

分析を行いました。

●指標

1. SEO対策

キーワード検索に対する検索結果画面への表示回数やクリック率を指標としました。ユーザーニーズを分析しつつ、予約へ

つながると想定されるキーワードでの検索順位を計測しました。 単なるサイト名の検索だけでなく、宿名や観光地名での

検索結果に表示されているか否かを重要指標として確認しました。

2. SNS広告

広告セットを地域別（居住地別）に分類し、居住地域やユーザーニーズごとの広告クリック数を指標として分析・改善

を行いました。各地域にどのような観光ニーズが存在するかを調査するため、ニーズ別広告のクリック率（CTR）を検証し

ました。



⚫ サイト集客施策 SEO対策

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

34

HTMLタグの整理を行った結果

Google検索クローラーが読み込むのに適し

た形で整備しました。



⚫ サイト集客施策 SEO対策

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

35

構造化データマークアップの読み込み

Google検索エンジンが正常にウェブサイトの内容を読み取

れていることを確認できます。

ヒートマップ分

析の結果

多くのユーザー

は「越前がに」

に興味を持っ

ていることがわ

かります。



⚫ サイト集客施策 SEO対策

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

36

▲Googleサーチコンソール画面 分析についてはP37記載



⚫ サイト集客施策 SEO対策

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

37

▲Googleサーチコンソール画面 ※分析については次ページに記載



⚫ サイト集客施策 SEO対策

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

38

自然検索流入状況

SEO対策の方針策定後、12月初旬より段階的にウェブサイトへの実装作業を実施しました。宿の登

録件数増加に伴いウェブサイトがGoogleに認識され始め、12月中旬以降、自然検索経由でのアク

セスが増加傾向にあります。

また、検索キーワードを分析すると、サイト名である「漁師の宿帖」だけでなく、登録されている宿名での

検索でも表示されています。さらに、メインキーワードと設定した「若狭 漁師の宿」での流入も確認され

ました。

検索キーワードが「若狭での民宿探し」という具体的なニーズを反映していることもあり、自然検索にお

ける平均クリック率（CTR）は25%を超えています。 今後は獲得キーワードの範囲を拡大し、多様な

ユーザーニーズに対応した集客強化を図ります。



⚫ サイト集客施策 SNS広告運用

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

39

エリア別・クリエイティブ別ニーズ分析

配信先地域を【福井県・石川県・富山県・岐阜県】および【京都府・大阪府・兵庫県・三重県】の2グループに分類し、

Meta広告のテスト配信を実施しました。

各地域に対して、「『漁師の宿帖』の紹介」「越前がにの訴求」「若狭ふぐの訴求」という3パターンの広告クリエイティブ

を配信しました。これにより、ユーザーの居住地域ごとの興味関心の傾向を分析し、広告効果の改善を図りました。

▲広告配信クリエイティブ各種



⚫ サイト集客施策 SNS広告運用

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

40

福井県含む近隣県エリアより、京都府・大阪府・兵庫県、三重県の関西地域のほうがインプレッション、

クリックともに優れたスコアとなりました。クリック率（CTR）についても関西地域のほうが高く、実際に

観光に訪れてくれる見込みが高いことがわかります。

▲Meta広告エリア別結果



⚫ サイト集客施策 SNS広告運用

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

41

クリエイティブではカニを全面に訴求した内容で高いインプレッションとクリック数を獲得しました。クリック率も6％を超

え、「越前がに」への関心がある層は比較的サイト訪問等のネクストアクションにつながりやすいことがわかりました。

次いで宿帖を紹介する内容のバナーが高い数値を獲得しています。

▲Meta広告バナー別結果



⚫ サイト集客施策 SNS広告運用

◼ 地域サイト

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

42

配信結果の分析

2ヶ月間の広告配信結果より、エリア別では関西地域、広告バナー別では「越前がに」を訴求するもの

について高い成果が得られました。関西地域に対して「越前がに」を訴求する広告配信においてはクリッ

ク率は6％を超え、約15,500件のウェブサイト誘導を確保しました。

配信ターゲットとして、旅行・観光や宿泊に関するInstagramコンテンツを閲覧しているユーザーを設定し

ているため、単に食材としての「カニ」に興味がある層だけでなく、実際に地域を訪れる見込みの高い旅

行者をウェブサイトへ送客できていると考えられます。

今後は、関西地域への露出をさらに強化するとともに、オフラインにおいても「越前がに」を主軸としたプ

ロモーションを展開することで、宿の認知拡大、ひいては宿泊予約数の増加に寄与できると見込まれま

す。



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

⚫ ハイライト（11月1日～12月31日）⚫ 概要

◼ DMP・CRMの整備

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

43

共通システムを導入した4軒が期間中に得られた予

約・宿泊データを基盤とし、これらのデータを基に、

地域の顧客属性・消費傾向・旅行者ニーズ等を整

理・分析し、地域DMPの基盤を整備しました。

【利用データ】

• 共通システムを導入した4軒が共通システムか

ら取得した予約・宿泊データの合算

• 2025年11月1日～12月31日の期間で宿泊

がされた実績データ

• 全レコード数 73件

• 有効分析対象 63件

※入力データに不備があるもの、キャンセル等

を除いた数値

• 住所データを元に都道府県を割り出し、加工ク

レンジング

エリア 近畿・中京が9割

都道府県 愛知・大阪・滋賀

年代 40代以上が7割
顧客属性

電話・LINE予約 74.6％

じゃらんnet 17.5％

自社サイト 7.5％
チャネル

スタンダード 65.1％

ハイグレード 15.9％

ライト 11.1％

プレミアム 7.9％

プラン別

客室平均単価
全体 46,559円

11月 40266円

12月 49,676円



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

⚫ 販売客室単価

◼ DMP・CRMの整備

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

44

全体としての平均客室単価（ADR）は、46,559円の水準となりました。

月別に見ると、11月期と比較して12月期は平均単価が上昇する傾向が見られました。

・販売客室単価＝日割り売上÷販売客室数で算出

・4宿中1軒は期間中のデータなし。宿A、宿Dは11月度の該当データなし

宿A 宿C 宿D



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

⚫ 顧客属性 エリア別

◼ DMP・CRMの整備

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

45

地域別では、近畿地方が47.2%、中部地方が41.5%を占め、比較的距離が近い地域からの旅行者が多い傾向が

見られました。 都道府県別に見ると、愛知県・大阪府・滋賀県からの来訪が多い結果となりました。

エリア 都道府県

N数：63件

N数：63件



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

⚫ 顧客属性 年代

◼ DMP・CRMの整備

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

46

40代以上の旅行者が全体の73.3%を占めており、ファミリー層およびシニア層による利用が中心であると推察されます。

一方、20代の利用も20.0%を占めており、カップル等による一定の利用需要があると考えられます。

年代

N数：63件



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

⚫ 販売チャネル傾向

◼ DMP・CRMの整備

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

47

販売チャネルの内訳は、直予約（電話・LINE予約）が74.6%を占め、次いでじゃらんnetが17.5%、自社サイトが

7.9%となりました。

なお、直予約については電話予約が大半を占めますが、一部リピーターによるLINE予約も含まれています。

11-12月通算 11月 12月



3.実証事業
(3) 各取組の詳細

◼ DMPから得られた示唆と活用方針

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

● 示唆

• 近畿、中部圏からの旅行者が9割近くを占め、

車でのアクセスが可能な比較的近距離圏内か

らの来訪が多いです。

• 40代以上の旅行者が全体の70％以上を占め

ています。

• 一方で事前の想定と異なり、20代の旅行者も

20％おり、この層が何を目的に当地へ訪れてい

るのか、消費傾向や詳細なペルソナを把握し、

この層の取り込みに新規顧客獲得の可能性が

あるのではないかと考えています。

※有効な示唆を抽出するうえで十分なデータ数が

ないため、見解を含んでいます。

今後データを蓄積することでより精緻な分析が可能

になると考えております。

● 活用の方向性（案）

顧客コア層への訴求への活用
40～60代の中京・関西圏の顧客に対し、「わざわざ若

狭へ、この時期のこの魚を食べに行く」というガストロノ

ミー・ツーリズムとしての側面を強調

• 「職人の顔」の見える化: 漁師兼宿主のこだわりや、

その日の競りの様子をSNSやウェブサイトで発信

• 高単価層向け「リピート特典」: 蓄積したDMPから、

高単価プラン（例：タグ付き蟹、高級フグ等）の

利用者に絞り、旬の時期に合わせてDM

20代に向けた訴求への活用
• ビジュアル特化のUGC（口コミ）創出: 20代が撮

影したくなるような、豪快な舟盛りや調理シーンの

動画を「#若狭の漁師民宿」で拡散してもらう

• 「若狭の魚・早わかりガイド」の提供: 魚の知識が

少ない層向けに、食べ方や旬を解説するリーフレッ

トや動画を宿で提供

48



2.データの蓄積

⚫ 観光協会の運用するDMPへの蓄積・データ連携

3.データの活用

⚫ 新規顧客・再来訪獲得のためのDM

⚫ データに基づいた地域としてのマーケティング案の作成

※上記については取組3に詳細

1.データの収集

⚫ 共通システムから取得した予約・宿泊データ

⚫ システム未導入の協力宿から取得した 〃

4.活用による効果（期待できる効果）

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

49

◼ データ活用

⚫ 事業者の客室稼働率の上昇、収益の最大化

⚫ 中間支援組織のマーケティング代行による事業者負担の軽減

⚫ 地域としてのブランディングによる旅行者増、観光消費額の増加



取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

取組前（before） 取組結果（after）

取組結果の分析

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

OTA利用に伴う手数料負

担が収益を圧迫していまし

た。

また、多くの宿において顧

客管理が実施されておらず、

実施している宿においても、

顧客属性や滞在傾向の

把握、あるいはデータに基

づくマーケティング活動にま

では十分に取り組めていな

い状況でした。

地域サイトについては、今後も旅行者の視点に立った魅力的なコンテンツや、横断的な空室検索機能等

を順次拡充し、利用者満足度の高いサイトへと機能改善を図ります。 また、データ分析に関しては、システ

ムの稼働開始が11月であったため、現時点では十分なデータ量が確保できておりません。今後、継続的に

データを蓄積することで、季節ごとの消費動向や稼働実績等も明らかになるものと見込まれます。

50

◼ まとめ

⚫ OTA手数料の地域外流出の抑制

⚫ 自社サイトを持たない宿にとっての、代替となる直販ルートの確立

⚫ 地域全体での顧客属性等の可視化

⚫ 地域共通販促における戦略指針（羅針盤）の獲得

⚫ 宿に負担をかけない、中間支援組織による管理体制の構築



◼ 工夫した点・注力した点

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

1. 地域サイトのコンセプト・コンテンツ・機能の整理

当事者では気づきにくい地元の魅力等について、コーチング人材や有識者に助言を求め、旅行者や第三

者の視点から地域サイトの要点を整理しました。 漁師民宿の魅力は、漁師でもある宿主が地域で協力し

て「共同漁」を行う漁村文化と、その日使う分だけを獲ってその日のうちにお客様に提供するという漁の哲

学にある、と定義し、地域サイトは単なる予約機能だけでなくこれらの魅力も伝えるメディアとしても機能さ

せることを決めました。

また、アドバイスとして、サイト流入を促進するためのデジタルマーケティングの早期着手、コンバージョンを高

めるためのコンテンツの充実（地域アクティビティ情報、二次交通情報）、若狭町ピンポイントではなく嶺

南地域等広範なエリアを視野に入れたSEO対策、既存の観光協会サイトとの切り分け、等を指南いただ

きました。

これにより、コンソーシアム構成員間での共通理解が深まり、ベンダーとの協議を円滑に進めることができま

した。

2. 流入数確保に向けた施策

地域サイトの公開に合わせ、SEO対策等の流入施策を速やかに実施したことで、効率的なSNS広告運

用に必要なデータを早期に収集することができました。 また、迅速な立ち上げを重視して外部委託による

伴走支援を活用しました。このプロセスを経ることで、検索キーワードの分析やアクセス解析のノウハウを観

光協会に蓄積し、実証期間終了後の円滑な内製化につながるものと考えております。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

51



◼ 工夫した点・注力した点

取組② 地域サイト・ DMP・CRMの整備

3. DMPに関する整理

先行地域の事例学習やマーケティング基礎に関するワークショップを実施しました。これにより、改めて地域

DMPの意義と目的を再確認し、運用・管理の具体的なイメージを確立することができました。

■整理した若狭地域における地域DMPのイメージ

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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①統計データ

観光入込数、観光消費額、平均滞在日数、
等
地域サイトアクセスログ、SNS投稿内容

分析、等

②消費者データ

宿泊データ 等
※共通システム未導入の宿からも収集

若狭
DMP

自地域の立ち位置の把握

地域としての誘客ターゲットの設定

ターゲティングによるマーケティング戦略
策定

PDCAの最適化（定量的な効果測定）

CRMを活用した地域共有での再来訪マーケ
ティング施策実施（DM等）

DMPの活用イメージ



■ DMPの分析（クロス分析）
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DMPを地域共通販促やマーケティングに活用するために共通システムから抽出したデータをクロス分析し、顧客属性による傾向の把握を試みまし

た。電話等で宿に直接入った予約はPMS機能を用いて事業者が共通システムに反映させる必要がありますが、アナログからデジタルへの移行期

間でまだ不慣れなこともあり入力の不備等が多く、クロス分析をするうえで有効なデータ数を確保することができませんでした。

本分析はあくまで参照としての結果となっています。

年代×販売客室単価（ADR） 居住地域×販売客室単価（ADR）

分類 予約数 売上合計 平均客室単価（ADR）

20代 2件 86,400円 43,200円

40代 3件 156,450円 52,150円

50代 3件 123,400円 41,113円

60代以上 1件 192,000円 48,000円

分類 予約数 売上合計 平均客室単価（ADR）

中部エリア 16件 1,223,750円 52,062円

近畿エリア 12件 523,900円 43,658円

関東エリア 4件 152,000円 38,000円

その他 2件 120,000円 60,000円

※クロス分析を実施する上で有効なデータ数が少なく、分析の範囲が限定的

年代別の販売客室単価では、40代が52,150円と最も高い傾向にありました。



■ DMPの分析（クロス分析）
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※クロス分析を実施する上で有効なデータ数が少なく、分析の範囲が限定的

20代、40代の旅行者はじゃらんnet経由の予約が多い傾向にあり、50代を超えると電話等で直予約もチャネルとして見られた。 

年代×チャネル傾向 居住地域×チャネル傾向

分類 じゃらんNet 直予約 自社サイト 計

20代 2件 2件

40代 3件 3件

50代 1件 1件 2件

60代以上 1件 1件 2件

分類 じゃらんNet 直予約 自社サイト 計

中部 3件 10件 3件 16件

近畿 4件 6件 2件 12件

関東 2件 1件 1件 4件

その他 3件 32件



■ DMPの分析（クロス分析）
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※クロス分析を実施する上で有効なデータ数が少なく、分析の範囲が限定的

中部・近畿エリアの旅行者が比較的高単価のプランを利用する傾向にありました。

年代×プラン分類 居住地域×プラン分類

分類
プレ

ミアム

ハイグレー

ド

スタンダー

ド
ライト 計

20代 1件 1件 2件

40代 3件 3件

50代 1件 1件 2件

60代以

上
1件 1件 1件

分類
プレ

ミアム

ハイグレー

ド

スタンダー

ド
ライト 計

中部 2件 3件 11件 16件

近畿 1件 11件 12件

関東 2件 1件 1件 4件

その他 1件 2件 32件



● 概要

■ ヒアリング調査
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DMPのデータ量不足を補うため、宿や旅行者へヒアリ

ング調査を実施し、定量・定性両面での旅行者の属

性や特徴を把握しました。

【ヒアリングレポート概要】

調査方法

・事前アンケート91問

直接ヒアリング61問

調査対象

・漁師民宿

調査実施日

・12/11～12/25（事前アンケート）

・12/22～12/23（直接ヒアリング）

調査件数

・約20軒

● 設問票
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■ ヒアリング調査レポート
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若狭観光振興 マーケティング漁師民宿の現状分析（内部環境／Company）

経営者の67%が50代～60代を占め、高齢化が進行しています。また、創業50年以上の老舗が70%を占めており、客室数

4～7室の小規模な家族経営が主流です。 集客面では、リピーター率60%以上の宿が全体の70%に達しており、リピーター依

存型の経営構造となっています。一方で、年間宿泊者数が1,000名以下の宿が48%を占める等、集客力に課題があります。

この新規顧客開拓の弱さが、経営の持続性におけるリスク要因となっています。

1. 経営者の年齢

30代 4.8%

40代 14.3%50代 33.3%

60代 33.3%
70代14.3%

50代・60代合わせて約67%を占める

2. 創業からの年数

20年～10%
50年～40%

60年～25%

70年～5%

創業50年以上が約70%を占め、

高度経済成長期に創業した老舗が中心

3. 客室数

4室 20%
6室 30%

7室 15%

10室 10%

4～7室の小規模宿が75%

平均客室数は約6.5室

4. 最大収容人数

10～15名 13%
16～20名 35%

21～25名 13%
36～40名 13%

16～20名が最多で35%

25名以下が約61% 小規模経営が主流

平均収容人数は約25名

客室数（平均6.5室）：1室あたり約4名

30年～5%

40年～10%

80年～5%

5室 10%

9室 15% 26～30名 17%
31～35名 9%

5. 年間総宿泊客数

0～500名 16%

501～1000名

32%

年間1000名以下 約48% 集客に課題

年間2500名以上 16% 

繁盛宿との二極化平均は約1,319名/年

6. 新規顧客の割合

1～10% 29%

21～30% 24%

31～40% 24%

新規40%以下が約82% リピーター中心

新規70%以上も18% 新規獲得型の宿も41～

60%の中間層がゼロ 二極化傾向

7. リピーターの割合

20～30% 15%

リピーター60%以上が70% 常連客中心リピーター

80%以上も20% 固定客依存

平均リピーター率は約62%

71～80% 12%

501～1000名

32%

1001～1500名

21%

1501～2000名16%

2501～3000名16%

11～20% 6%

61～70% 6%

31～40% 10%

41～50% 5%

51～60% 25%

61～70% 10%

71～80% 15%

81～90% 15%

91～100% 5%

独自インタビュー・アンケートより作成
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若狭観光振興 マーケティング漁師民宿の現状分析（内部環境／Customer）

旅行者の居住地は、DMPのデータ同様で京都府・愛知県・滋賀県・大阪府・岐阜県の5府県で全体の約90%を占めており、

中京・関西圏から車で2～3時間圏内が主要な商圏となっています。交通手段については、自家用車の利用が25%であるの

に対し、公共交通機関は33%、レンタカー・タクシーの利用は42%となっています。自家用車以外の来訪手段が過半数を占

めることから、現地における二次交通へのニーズが高く、アクセス面の課題となっています。

1. 顧客の居住地

京都: 19%

上位5府県で約90% 中京圏・関西圏が中心

車で2～3時間圏内（名古屋・京都・大阪）からの日帰

り～1泊客が多い

2. 交通手段

自家用車: 25%

自家用車が圧倒的 — 全ての宿で1位

公共交通（電車・バス）は約33% — アクセスに課題 レンタ

カー・タクシー利用が42% — 駅からの二次交通ニーズ大

愛知: 19%

滋賀: 18%

大阪: 18%
岐阜: 16%

福井: 4%

兵庫: 3%

レンタカー: 22%

タクシー: 20%

電車・鉄道: 18%

バス: 15%

独自インタビュー・アンケートより作成
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取組③ 地域共通販促・再来訪マーケティング実証

■ 地域共通販促

DMP分析ならびにヒアリングレポートをもとにしたDM送付

DMP分析およびヒアリングレポートの分析をもとに顧客に類似の属性に対しDMを実施しました。送付先は若狭町において

例年実施している「若狭センチュリーライド」の参加者の中から「中京圏・近畿圏」の「40代以上」の男女を抽出しました。シ

ステム導入宿にてエリアマネジメント人材のアドバイスのもと新たな宿泊プラン“センチュリーライドプラン”を作成し、同プランを

周知するチラシを送付しました。

DMについて

【送付対象】

若狭センチュリーライドの過去の参加者のうち、中

京・近畿圏在住の40代以上の男女

【送付内容】

システム導入宿での新プランのチラシ

・サイクリング×豪華舟盛りをセットにしたプラン

・サイクリング×海鮮フレンチをセットにしたプラン

【送付数】

3,705通

チラシ▲

漁師の宿帖での周知

59



■ マーケティング戦略の考え方
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データに基づいたマーケティング戦略を策定するにあたり、考え方を整理しました。「若狭漁村 まるごとホテル」を中核に据え、

宿を観光資産としてブランド化するとともに、地域主体による集客・運営体制の構築および周辺地域との連携強化を推進し

ます。これらを通じて、若狭地域全体の持続的な経済活性化と収益向上を目指します。

2. 実施フレーム：

民宿の売上向上
地域内での雇用創

出と所得向上

観光を起点とした

地域経済の好循環創出

Phase1：見つける

（調査・分析）
Phase3：届ける

（周知・広報）

Phase2：決める

（選定・策定）

• 現在潜在顧客像・顧客ニーズ

• 強み、弱み、価値

• 収益構造、組織体制

※定量・定性両側面から

• 戦略顧客

• 提供価値

• 収益モデル

• 観光コンセプト

• 域内での実証・周知

• 域外へのプロモーション・PR

※ PDCAサイクルを回し改善を続けていく

1. もたらされる成果：



■ マーケティング戦略 今後の展開
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マーケティング戦略策定のロードマップを整理し、本実証期間中においてはphase1を実施しました。

Phase1：見つける （調査・分析）

Why：3C（自社・競合・顧客）を起点に、若狭の

観光状況・漁師民宿の事業状況の把握、顧客動向、

他地域の成功事例から勝ち筋を見極める。

What：

• 現在潜在顧客像・顧客ニーズの分析

• 強み、弱み、価値の分析

• 収益構造、組織体制の分析

※ 定量・定性の両側面から調査分析。DMP・ヒアリ

ング

How：

• DMPデータ抽出、分析

• 民宿等、観光事業者へのインタビュー

• 民宿ユーザーへのインタビュー・アンケート

• 他県含む他地域成功事例インタビュー

Phase2：決める （選定・策定）

Why：若狭・三方ならではの「誰にどんな理由で、何

を売るのか？」を選定する。

What：

• 戦略顧客の選定（短期・中長期）

• 提供価値の選定（固有の価値）

• 改善収益モデルの構築

• 観光コンセプト選定

• マーケティング戦略策定
How：

• ワークショップ

• ミーティング

Phase3：届ける （周知・広報）

Why：ブランドマーケティング戦略を元に、域内での周

知と、域外へのPRを実施し顧客獲得へつなげる

What：

• 域内での実証・周知計画策定と実施

• 域外へのプロモーション・PR戦略の策定と

実施に向けた具体的プラン作成

How：

• 域内周知プレゼンテーション資料作成

• 域内周知オリエンテーション・訪問による説明会実施

• 域外PR・プロモーション戦略策定

• 域外PR・プロモーション実施

誰に = 「顧客は誰か」、どんな理由で = 「提供価値

（バリュー）は何か」、何を = 「 どんな商品・サービスを

通じて」

具体的なステップとロードマップ：

2025年 11月 4月12月 2026年 1月 2月 3月

• DMPデータ抽出、分析

• 民宿等、観光事業者へのインタビュー

• 民宿ユーザーへのインタビュー・アンケート

• 他県含む他地域成功事例インタビュー

現状分析結果まとめ

• 戦略顧客の選定（短期・中長期）

• 提供価値の選定（固有の価値）

• 改善収益モデルの構築

• 観光コンセプト選定

• マーケティング戦略策定

• 域内での実証・周知計画策定と実施

• 域外へのプロモーション・PR戦略の策定

• 実施に向けた具体的プラン作成

PR

プロモーショ

ン実施

三方モデル

構築へ
レポートまとめ
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■ マーケティング戦略と観光コンセプトを仮置き

DMPやヒアリング調査の分析結果に基づき、本地域の提供価値および観光コンセプトを定義し、今後のマーケティング戦略

案を策定しました。創業50年超の老舗が70%、リピーター率60%以上が70%という強固な顧客基盤が強みであり、「本物の

味を知る食の目利き」を戦略顧客に、「若狭の食の魅力を磨き高付加価値化する」戦略のもと、「うまさ、ここ、わかさ。」

（案）をコンセプトとして設定しています。

1. 優位性と提供価値：

4. 観光コンセプト（案）：

競争優位性

1. 希少性のある「本物の漁師体験」

• 創業50年以上が70%を占める老舗の知見と技術

• 現役漁師が経営する宿だからこそ提供できる「獲れたて」の鮮度

2. 「御食国」ブランドの継承

• 1,500年前から朝廷に食材を献上した歴史的正統性

• 鯖街道を通じて京都の食文化を支えたルーツと独自の食文化

3. 圧倒的なリピーター基盤

• リピーター率60%以上が70%という強固な顧客関係

• 家族経営（4～7室）ならではの「顔が見える」おもてなし

• 常連客との長年の信頼関係が口コミを生む

提供価値：

• 獲れたての海鮮料理、漁師だからこそ知る旬の食材

• 家族のような温かいおもてなし、都会では得られない「本物」との出会い

2. 戦略顧客：「本物の味を知る、食の目利き」

「うまさ、ここ、わかさ。」

「うまさ」とは若狭の観光資源全体を旨味と捉えている。

都を支えた源泉となる貴重な食材が、「ここ」から始まっていること、

「わかさ」をテンポよくメッセージに組み込むことで、わかさの名称認知を狙う。

3. 観光戦略： 「若狭の食の魅力を磨き、高付加価値化する」

セグメント 特徴 来訪動機

食通リピーター
50～60代夫婦、中京・関西圏、

年2～3回来訪
「あの漁師の、あの魚」を食べに行く

富裕層ガストロノミ

スト

40～50代、高付加価値体験を

求める

ミシュラン店では得られない「文化」「源

流」体験

食育ファミリー
30～40代、子どもに本物を見せ

たい親
「魚は海で泳いでいた」を体感させたい
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■ 施策案

マーケティング戦略に基づく施策案として、「舟盛り」のコミュニケーション活用、梅を使った新規ブランド開発、「若狭町エキゾ

チック美食フェス」等を検討しています。若狭の食の体感値を増幅させ、来訪者・生活者の心に残る食体験を創出することで、

若狭の認知拡大と来訪促進を図ります。実行後はPDCAを繰り返し、DMPのデータ量の蓄積による顧客属性の精度向上

も図りながら、施策の見直しと最適化を図ります。

施策案1：

「舟盛り」をコミュニケーションに活用

施策案2：

梅を使った新規ブランド開発

施策案3：

「若狭町エキゾチック美食フェス」

“獲れたて”の「鮮度」や漁師のみが知る

「旬」等、漁師民宿の提供価値を具現
化したような存在である『舟盛り』をコ

ミュニケーションツールとして活用します。
例）漁師の宿帖のコンテンツとして「舟

盛り図鑑」

戦略顧客である本物の味を知る、食の目利

きを対象にし、若狭の職の魅力を最大限に
引き出した、 “いま”“ここ”でしか食べられない

美食イベントを実施します。関西・中京圏の
著名シェフを招聘し、若狭の食材を用いた料

理の提供を通じ、シェフへの食材の認知獲
得も狙います。

63



取組③ 地域共通販促・再来訪マーケティング実証

取組前（before） 取組結果（after）

取組結果の分析

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

地域としての顧客属性や

滞在傾向の把握がなされ

ていない状況でした。

また、地域としてデータに基

づくマーケティング戦略にま

では十分に取り組めていな

い状況でした。

これまで感覚で捉えていた顧客像が可視化されたことは成果ですが、現時点では十分なデータ量を確保できませんでした。システムの稼働期

間が十分に確保できなかったこと、システム導入宿数が伸び悩んだことが要因だと分析しています。今後システム導入宿を増やしさらにデータを

蓄積することで、より精緻な分析を行っていくことが肝要だと認識しています。DMPのデータ不足分をヒアリング調査で補完し、初めて地域とし

てのマーケティング戦略について検討できたことは地域として大きな一歩でした。DM送付に対する予約数は報告書作成時点でありませんが、

結果を踏まえて対象やプラン内容を検討しPDCAをまわしていきたいと考えています。
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◼ まとめ

⚫ 地域全体での顧客属性等の可視化

⚫ データに基づく再来訪マーケティング（DM）の実施

⚫ データと現状分析に基づくマーケティング戦略案の策定



■ 工夫した点・注力した点

取組③ 地域共通販促・再来訪マーケティング実証

• 定量データに基づく現状把握の徹底

共通システムから取得できるデータに加え、宿の経営者21名を対象に独自のアンケートを実施しました。これにより、現状

把握に必要なデータ量を補完し、定量的な根拠を強化しました。

• 現場の声を反映した戦略策定

宿の経営者・観光協会・行政担当者へのインタビューやアンケートを通じ、現場の実情を直接収集しました。これにより、よ

り実効性の高い戦略策定につなげました。

• 客観的事実（ファクト）に基づく戦略立案

マーケティング戦略の基本フレームワークを活用することで、特定の個人による主観を排除しました。これにより、地域全体で

共通理解が得られる戦略を立案しました。

• 戦略ターゲットの明確化と施策の一貫性担保

「本物の味を知る食の目利き」という戦略ターゲット像を明確化し、各種施策における一貫性を担保しました。

• マーケティング戦略と地域サイトの連動

策定したマーケティング戦略と地域サイトを有機的に連動させ、実行可能なビジネスモデルとして設計しました。

• 自律的・持続的な運用エコシステムの構築

単発の施策にとどまらず、地域が自律的かつ持続的に運用可能なエコシステムの構築を目指しました。

3.実証事業
(3) 各取組の詳細
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取組④ 地域共通宿泊運営ゲスト対応実証

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

■ 予約一元管理のフローと課題の整理

PMS機能

客室管理

受付管理
顧客管理

売上管理

サイトコントローラー

機能

OTA

直接予約

（自社HP）

予約情報の連携・確認

地域

サイト

若狭共通システム

来訪・受付

若狭三方五湖観光協会

チェックイン・アウト対応
コンシェルジュ機能

共同送迎

宿への送迎

若狭共通システムの導入により、予約の一元管理（代行管理）についての基盤は整備できました。

今後共通システム経由での予約はすべて観光協会が各宿と共通で管理できるようになり、観光協会がチェックイン／アウ

ト機能を代行することにより、地域共通での宿泊運営対応が可能となります。また、フロント機能に加えてコンシェルジュ機

能、協会⇔宿への送迎機能も付加することで宿の業務負担を軽減し、持続可能な地域営業モデルとして機能することを

目指します。予約～チェックイン～送迎～チェックアウトの一連の流れを共通で行うことに対し、課題の洗い出しと検討事

項の整理を行いました。

予約情報の吸い上げ
代行管理
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旅行者
宿



取組④ 地域共通宿泊運営ゲスト対応実証

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

■ 予約一元管理のフローと検討事項の整理

●予約情報の不完全性

リピーター等からの電話や一部LINE等での直接予約がまだ大半を占めており、すべての予約情報を観光協会が把握するためには各宿が

PMSにて直接予約情報を入力する必要があります。紙台帳によるアナログ管理から完全なデジタル移行には慣れるまで一定程度時間を

要することがわかり、宿側が完全にシステムを使いこなすまでのリードタイムとミスない連携が必要となることがわかりました。

●個人情報取り扱い方針の策定

フロント機能を付与する場合、各宿と協会の間で個別に個人情報取り扱いに関する契約を締結する必要があります。運用のシミュレー

ションを精緻に行ったうえで、契約内容を定める必要があることが判明しました。

●宿泊約款の差異

宿ごとに差異があり、地域共通の約款と抵触する行為があった際の対応方針を策定する必要があります。また、荷物の発送サービスひと

つとっても、有償、無償等宿ごとに差異があることがわかりました。そのほか遅延対応や食事のアレルギー対応方針等細かいサービス方針

もまるごとホテルとして共通のルールを策定する必要があると考えています。

●施設のハード整備

カードキーではなく「錠」を利用している宿が一定数あり、複製のリスクを想定するとルームキーの統一等の施設のハード整備が必要となりま

す。予約と連動してワンタイムパスワードを発行する「スマートロック」等のIoTソリューションも視野に入れた施設整備の検討が必要であること

がわかりました。

人材の確保等他にも検討事項は多く、今後細かいシミュレーションを重ね、事業者の合意形成を図りながら「若狭漁村まるごとホテル」に

向けて検討をすすめてまいります。
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取組④ 地域共通宿泊運営ゲスト対応実証

取組前（before） 取組結果（after）

取組結果の分析

3.実証事業
(3) 各取組の詳細

人材や担い手不足から稼

働を上げることができず、や

むをえず長期休業・廃業す

る宿が増え、事業者間で

連携し地域としてブランディ

ングし魅力を訴求する体制

もとれていませんでした。地

域として基幹産業の衰退

に効果的な打ち手を見出

すことができていませんでし

た。

期間内では、予約一元管理の体制を整備することで手一杯となり、具体的な実証までは行えませんでした。観光協会

によるフロント機能や送迎業務の代行について洗い出した検討事項をもとに、次年度以降人員配置や送迎ルート等の共

通オペレーションを仮設定したうえで検証作業を行い、「若狭漁村まるごとホテル」に向けた計画策定の準備を進めてまい

ります。
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◼ まとめ

⚫ 予約一元管理の体制整備

⚫ フロント業務共通化の課題とリスクの明確化

⚫ 地域全体を「若狭漁村まるごとホテル」とする具体的な検討の開始



4.総括
(1) 実証事業の結果

KGI・KPIの進捗結果

KGI：域内経済効果 最終値2,383万円

KPI：若狭共通システム導入軒数 最終値4軒

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 最終値

KGI

実績値（万円） 0 0 0 0 71 649.7 2,382.6 2,382.6

目標値（万円） 0 0 0 0 300 900 2,200 2,200

進捗率(％) 0％ 0％ 0％ 0％ 23.6％ 72.2％ 108.3％ 108.3％

KPI

実績値（軒） 0 0 2 3 4 4 4 4

目標値（軒） 0 0 0 0 20 25 30 30

進捗率(％) 0％ 0％ - - 20％ 16% 13.3% 13.3%

KGI・KPIの進捗結果の分析
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〈内部要因〉

デジタル技術への適応に課題を抱える宿が多い中、エリアマネジメント人材によるきめ細かな伴走支援を徹底したことで、

４軒については宿側の深い理解と協力を獲得できました。一方で収益改善意欲が少ない宿もあり、これらの宿は現状維

持を求める傾向にあることが明らかになりました。４軒の支援を通じて、手間や負荷をかけずいかに収益向上や業務効率

化につながったか、を見せていくことで支援意向を引き出していくことができると考えています。

〈外部要因〉

他社システムを導入済みの宿においては、既存ベンダーと複数年契約を締結している事例が多く見られました。そのため、

実証期間中に共通システムへ切り替えることによる違約金の発生が判明し、これがシステム導入推進における大きな阻

害要因となりました。



直販支援した

宿

直販支援 域外流出抑制分
合計

地域OTAを除く直接予約額 地域OTA経由予約額 地域サイト経由売上手数料

KGI（万円） 2,105.7 0 0 2,105.7

4.総括
(1) 実証事業の結果

OTA登録支

援した宿

OTA支援 域外流出抑制分
合計

登録支援OTA経由予約額 プラン作成代行手数料

KGI（万円） 0 0 0

システム導入

した宿

共通システム 域外流出抑制分 域外流出抑制分
合計

共通システム経由予約額 プラン作成代行手数料 地域サイト経由売上手数料

KGI（万円） 262.2 13.8 0.9 276.9

総計 2,382.6万円

本実証事業を通じて得られた域内経済効果として、「直販強化支援を実施した宿の直接予約額」「収益機会拡大支

援を実施した宿のOTA経由の予約額」「共通システムを導入した宿の共通システム経由の予約額」を算出。

また、域外流出を抑制し、内部留保へと転換した分として、「地域サイト経由での予約成約にかかる手数料」「プラン作

成代行にかかる手数料」を算出し、それらすべてを合算してKGIとしました。

OTA登録支援におけるOTA経由予約額については、共通システムを導入した宿以外にOTA登録支援した宿が期間中に

はなかったため0円となっています。

◼ KGIの内訳

KGIの補足
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4.総括
(1) 実証事業の結果

直近3期の年間売上から算出した直接販売額の合計(※1) 2,284.2万円/月

実証期間内に受注した直接予約額の合計(※2) 2,105.7万円/月

増減 ▲178万円

増減割合 92.2％

※1 直販支援した28宿の直近3期分の年間売上から月間の平均直接販売額を算出。OTA経由予約と直接予約の割合を

各宿ごとにヒアリングし、 直接予約の割合を乗算して直接販売額を算定。

※2 直販支援した28軒に、 2025年12月から2026年1月までの間（約1か月間）に入った直接予約額の合計。

直販強化を支援した宿の直接予約額を評価分析するため、過去3か年の年間売上額から算定した、1ヶ月間の直

接売上額の平均値と比較しました。

直近3期の直接販売額は年間売上から算出したものであり、実証期間との比較ではないため、厳密な比較対象と

は言えません。ただし、従来は月次の販売額を把握できませんでしたが、今後は共通システムを導入した宿において

数値把握が可能となり、比較分析の基盤が整いつつあります。また直販支援の効果が直ちに表れるとは考えておら

ず、後述のとおり、共通システム導入軒数が10軒を超えることで、地域内で約1,000万円を超える増収効果が見

込まれます。今後は、この効果を段階的に拡大していきたいと考えます。さらに、リピーター率が高く電話予約が多い

ことから、GBP登録の効果が限定的であった可能性があります。直販支援については個別のGBP活用にとどまらず、

地域サイトを通じて地域全体の魅力を訴求し、新規予約件数の底上げを図ることが有効であると考えます。

KGIの補足

◼ 直販支援した宿における予約額について

直販支援した宿28軒の予約額と売上実績との比較
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4.総括
(1) 実証事業の結果

宿A 宿B 宿C 宿D 合計

2024年12月期（円） 1,930,850 2,780,000 2,448,250 1,013,923 8,173,023

2025年12月期（円） 897,150 4,200,000 2,140,100 1,061,990 8,299,140

増減額（円） ▲1,033,700 1,420,000 ▲308,150 48,067 126,217

前期比 46.5％ 151.1％ 87.4％ 104.7％ 101.5％

2025年1月期 809,400 2,640,000 645,600 230,620 4,325,620

2026年1月期 1,198,450 3,580,000 497,000 265,260 5,540,710

増減額 389,050 940,000 ▲148,600 34,640 1,215,090

前期比 148.1％ 135.6％ 77.0％ 115.0％ 128.1％

前期12～1月期合計 2,740,250 5,420,000 3,093,850 1,244,543 12,498,643

今期12～1月期合計 2,095,600 7,780,000 2,637,100 1,327,250 13,839,950

増減額 ▲644,650 2,360,000 ▲456,750 82,707 1,341,307

前期比 76.5％ 143.5％ 85.2％ 106.6％ 110.7％

※宿Aの今期12月期は親族の冠婚葬祭による休業と年末年始の休業が重なり、営業日数が前年同期と比べ15～18日ほど少ない。

※2026年1月については1月27日時点での売り上げ実績。今期1月は10～12日、22～25日にかけて大雪警報が発令されキャンセルが多かった。

KGIの補足

◼ 共通システムを導入した宿の売上実績比較
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4.総括
(1) 実証事業の結果 （KGIの評価）

●KGI全体に対する評価

KGIを算出するにあたり、直販強化支援した宿の予約額も含めたことで数値上は達成できましたが、共通システムを導入した

宿へ伴走支援したことによる経済効果が本事業における一義的な成果であると考えています。その意味では共通システムの導

入宿数4軒、経済効果276万円という結果は厳しい数字であったと自己評価しています。

共通システム導入宿数がもっと伸びることで地域経済効果も底上げが図れたと考えており、KPIであったシステム導入宿数を達

成できなかったことがKGIの数字に大きく影響する結果となりました。

導入宿数が伸び悩んだ要因は、再掲も含め下記のように分析しています。

・観光DXを含めた中間支援を求めていない宿が26軒存在

・他社ベンダーによる複数年契約による縛り（OTA手数料＋プラン代行手数料で最も収益が圧迫されている宿）

・システム未導入の宿にとっては新たに発生する月額固定費がネック

・システム未導入の宿は部屋数が少ないところが多く、直予約だけである程度充足し、OTAの複数登録を検討していない

・家族経営であったため稼働をあげる意向が乏しい

・先行して導入した宿の状況を見たうえで判断したいという意向

構造的な課題もありますが、今回実証を進めることで初めて見えてきた部分もありました。本事業として本来描いていたビジョ

ンを達成していくには、稼働を増やし収益向上させる意欲のある事業者を対象として、地域の将来ビジョンを共有してもらうこと

が大切だと考えています。なかでも高額な手数料で最も収益が圧迫されている、他社ベンダーを使用している宿に共通システム

に乗り換えていただき、システム導入いただいた宿への支援を通じて成果を最大化することでそれを他の事業者にもわかりやすく

示していくことが肝要だと考えています。

KGI全体への評価と分析
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4.総括
(1) 実証事業の結果 （KGIの評価）

●システム導入した宿の評価

共通システムを導入した宿について、システム導入したことによる成果を探るため、売上ベースでの評価を試みました（60P)。1

月は大雪の影響で昨年と比べて営業日数が少なかったにもかかわらず、4軒中2軒が前年同期間を超えました。これはシステ

ム導入し販路を増やしたこと等の成果が少なからず寄与しておるものと考えられます。

また、共通システムを導入したことに伴う経済効果として、前年同期比での売上増加分の平均値を算出し、それを元に共通

システムの導入宿が1軒増えることで得られる波及効果を推定しました（61P）。次年度以降、共通システムを導入する宿が

増えるにしたがって地域の収益増と経営の効率化が見込まれ、本実証においてその地盤は整備できたと考えています。

●定性的な評価

システム導入には至らなかった宿においても、システムについての説明や仕組みを説明する中で、業務の効率化やシステム一般

に対するリテラシーの向上が見られ、今後の経営の在り方を検討するきっかけとなりました。これまで漠然と捉えていた経営に関

する課題を、解決していかなければならない課題として改めて認識できたと感じています。

また、従来は多くの宿が自身の宿のことだけで手いっぱいとなり、なかなか地域全体を見る視点がありませんでした。今回の取

組を通じて自宿だけでなく地域としての課題も改めて認識する機会となりました。今後定期的に有志が集まってタウンミーティン

グを開き、地域の将来や足元でできる事業者間の連携等について議論していくことになりました。

事業者全体で地域課題を共有し、地域としての将来をみんなで考える機運を醸成できたことは大きな成果と言えると考えて

います。

KGI全体への評価と分析
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実証事業を通じて得られた成果

取組前（before） 取組後（after）

4.総括
(1) 実証事業の結果

収益の向上と収益性の改善

• 共通システムの共同管理と運用支援による負担

軽減

• OTAとの接続による販路拡大

• 直販機能強化による収益性の改善
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生産性の向上・業務負担の軽減

• 請求書・領収書等のデジタル化による作業効率化

• 中間支援組織による再来訪マーケティングの代行

地域経済循環の実現

• 域外へ流出していた手数料や委託費の抑制

観光地経営強化への足がかり獲得

• 地域としての顧客情報の可視化

• 中間組織による地域DMPの一元管理

• 地域共通プランの策定と実施

• リテラシー不足等によるOTAの未活

用、販路機会の損失

• 外部OTAへの手数料の流出

• 外部OTAへの手数料の流出

• 外部へのDX化委託費の発生

• アナログ管理による煩雑で非効率な

運営

• 家族経営が多く、人材が不足

• 顧客管理をできていない宿が多く、で

きている宿も属性や滞在傾向の把

握、データに基づいたマーケティングに

までは手が回っていない状態



成果

4.総括
(2) 事業の考察

収益の向上と収益性の改善
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1. 共通システムの共同管理と運用支援による負担軽減

2. OTAとの接続による販路拡大

リピーターが多いという地域特性もあって、常連からの電話・FAX等での直接予約のみで運営している宿が16

軒あり、それらの宿は新規顧客獲得の機会を損失していました。多くが家族経営で手が回らずリテラシーが低

いこともあり、OTA（オンライントラベルエージェント）への接続が進まない状況でしたが、4宿に対して若狭共通

システムを導入し、マネジメント人材がOTAへの接続支援ならびに共通システムの運用サポートを行うことで宿

の負担を軽減しつつ、販路拡大を支援することができました。期間中OTA経由で4軒合計2,769,000円の予

約を獲得するとともに顧客情報がデータ化され、地域としての再来訪マーケティングに活用することができました。

3. 直販機能強化による収益性の改善

OTA同様直販チャネルの開設意識も低く、Googleビジネスプロフィール（GBP）未登録の宿は28軒、自社サ

イトを持たない宿は17件ありました。宿の負担を考慮し、マネジメント人材が支援することで全28軒のGBP登

録を行い直販機能を強化しました。直販機能を強化した宿の直販予約額についてはわかりやすい効果は見て

取れず、今後継続して効果測定していく必要があります。自社サイトを持たない宿には、代替機能を担う地域

サイトを整備し、共通システムを導入した宿も含め20軒を掲載しました。地域サイトからは期間中に5件

176,000円の予約が入り収益向上につながりました。



成果

4.総括
(2) 事業の考察

地域経済循環の実現
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4. 地域外へ流出していた手数料の抑制

5. OTA手数料の地域内循環化

OTAに接続していた宿は41軒ありましたが、リピーターが多い特性上物価高騰等を価格転嫁できず、OTAへ

支払う高額な手数料が収益を圧迫している状況でした。

そのため三方五湖観光協会が運営・管理を行う地域サイトを整備し、同サイト経由での予約獲得を推進する

ことで、従来OTAへ支払われていた手数料（地域外への流出分）を抑制しました。 地域サイトからは本実

証期間中に176,000円の予約を獲得し、予約に係る手数料8,860円を、地域外へ流出していた手数料の内

部留保（地域内循環）へと置き換えることができました。

6. 業務内製化による収益性の改善

宿泊プランの作成にまで手が回らず、地域外の事業者に宿泊プランの作成を委託している宿が10軒ありました。

作成手数料は事業者が作成したプランの予約額の5％で、この手数料も宿の収益を圧迫する要因でした。そ

のためマネジメント人材がプラン作成を支援・代行する体制を構築し、売上に係る手数料を地域外事業者か

ら観光協会への支払いとすることで域外流出の抑制を図りました。

共通システムを導入した4軒に対しプラン作成代行支援を行い、実証期間中に92件27,690,000円の予約を

獲得し売上に係る手数料138,450円を内部留保へ転換することができました。

これらの成果はいずれも、マネジメント人材による宿への支援継続、ならびに観光活性化を持続させるための

貴重な財源となり、地域経済の好循環を生み出す礎となるものです。



成果

4.総括
(2) 事業の考察

生産性の向上
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7. 請求書・領収書等のデジタル化による作業効率化

46軒の宿が請求書、領収書はすべてチェックアウト時に手書きしており、そのたびに酒類や食べ物の追加等を

確認し、手計算で金額を算出しなければならず、業務が立て込む時間に非常に負担のかかる作業でした。4

宿について共通システムを導入したことにより既に完成しているデータを印刷するだけで対応でき、1件につきおよ

そ5分ほど作業時間が短縮できました。一日の件数が多くて5～10件なので、およそ25～50分の時間短縮な

らびに業務負担の軽減と効率化につながりました。

また、即座に把握することが難しかった売れ筋商品（オプション・飲み物・お土産等）が可視化され、次のお

客様への提案や対応が行いやすくなりました。今後は、リピーターのお客様に関する過去の利用情報も蓄積で

きるため、新たな予約時のサービス紹介がよりスムーズになるとともに、個々のお客様に寄り添った対応が可能

になります。

【宿の声（フィードバック）】

• 「PCによる請求書・領収書作成は初めての経験であり、当初は不安もありました。しかし、操作に慣れるに

つれて大幅な時間短縮につながり、その効果を実感しています。」

• 「顧客管理が容易に行える利便性を理解できました。今後は蓄積したデータを経営戦略に活用していきた

いと期待しています。」



成果

4.総括
(2) 事業の考察

観光地経営強化への足がかり獲得
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8. 地域としての顧客情報の可視化

多くの宿において顧客管理が実施されておらず、実施している宿においても、体系的に顧客属性や滞在傾向

をデータで可視化できているところはありませんでした。地域としてのDMPも整備されておらず、戦略的なマーケ

ティングの基盤となるデータの収集・分析体制も整っていませんでした。若狭共通システムを導入することにより、

導入した4軒の宿の予約から約60件弱の有効データを取得し、予約・顧客情報を可視化することができました。

それらを観光協会が一元管理することで地域としてのDMPの基盤を整備し、地域全体におけるマーケティング

戦略の土台を策定することができました。現時点で分析に有効なデータは少ないですが、今後蓄積していくこと

で勘や経験だけでなくデータに基づく戦略立案が可能になると考えています。

9. 地域共通プランの策定と実施

宿の多くはデータに基づくマーケティング活動はほとんどできておらず、人員不足もあり効果的な再来訪マーケ

ティングができていませんでした。マネジメント人材がプランとチラシの作成を代行することで事業者の負担を軽

減し、簡易DMPを元に送付対象を選定し、再来訪マーケティングとして3,705人へDM送付することができまし

た。（報告書作成時点では予約成約はありません。）

【宿の声（フィードバック）】

「これまで地域外の事業者にプラン作成を委託していましたが、観光協会による支援へ切り替えたことで、改め

て自宿の魅力を再発見する良い機会となりました。」



5.実施体制
(1) 体制図

【役割】

・業務全体の統括・企画・進捗管理

・実証事業の推進

・事業者支援

代表団体 （一社）若狭三方五湖観光協会

■その他、地域、会社等
• 共通システムに必要な機能の整理

• 地域サイトの役割とコンセプトの定義づけ

• 支援内容の整理

事務局

地
域
外

地
域
内

・計画策定支援

・進行管理補助、関係者調整
・会計管理

株式会社

福井銀行

・進行管理

・事業者支援サポート
・共通システム導入支援、事業者へのDX支援

若狭路活性化

研究所

・実証事業の評価・考察
若狭町

・データ分析支援

・マーケティング支援

株式会社

なぞなぞ

・システム導入支援

・データ分析

株式会社

checkinn

80

企画 計画

展開

DX導入

データ分析

運営統括 展開

運営統括

企画

計画 運営統括

データ分析

DX導入

【地域内】

株式会社ナナナ 地域サイト整備
株式会社オファシム 地域サイトについてのデジタルマーケティング支援

展開



5.実施体制
(2) 各メンバーの役割

若狭町

若狭路活性化

研究所

福井銀行

事業者

コンソーシアム内

DX支援をはじめとした事業者とのカウンターパートは、観光協会と若狭路活性化研究所がともに担いました。

事業が当地域でスケールしていくかどうかの評価を若狭町、事業の推進や進捗管理、計画策定の補助を地元金融機関

が担いました。導入する共通システムの精査、地域サイトの機能についての検討、マーケティング戦略の方向性等、事業に

おける主要な議題は4者で協議し決定する方策をとりました。
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三方五湖

観光協会

Checkinnなぞなぞ

地域の巻き込み、ステム導入・利活用ならびに

各種DX支援（エリアマネジメント人材）

検討事項協議

進行管理支援

事業者支援サポート

検討事項協議

事業の評価・考察

検討事項協議

計画策定支援、

関係者調整、会計管理

システム運用支援

データ分析支援

マーケティング戦略

策定支援

進捗管理・

全体統括

（協会事務局）



システム等の運用体制

取組継続のための財源確保方針

地域内で資金循環が生まれ、自立可能な仕組みを構築することで、事業の継続性を確保します。 その

実現に向け、「事業収益による自走化」「地域サイトの売上連動モデルの構築」「中間支援機能の収益

事業化」「民間連携およびスポンサー収入の確保」等の施策を推進します。

取組の展開・拡大方針

データ収集・分析・活用体制

個々の宿単位ではなく、地域全体でPMS・OTA・CRM等のデータを一元管理し、地域DMPを用いて分

析・可視化を行います。 マーケティング・商品開発・宿泊運営の改善に資するよう、地域主導のデータ活用

体制を構築し、各宿の実情に即した具体的な活用提案を行います。
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6.今後の展望

「地域一体で稼ぎ、人材を育て、持続可能な観光モデルを確立する」ことを目標に掲げ、「仕組みの共通化・

効率化」「集客力・収益力の向上」「モデルの横展開」「利益の地域内循環」を推進します。 これらを通じて、

「小規模な宿でも安定経営が可能な土台づくり」および「地域活性化の成功モデル」の実現を目指します。

外部の専門知見を活用しつつ、地域内の運用リテラシーを向上させることで、最終的には地域人材のみで運

用可能な体制へと移行します。 具体的には、システム運用を地域人材が担い、外部パートナーは「助言役」

へと位置づけを変えることで、ノウハウを地域内に蓄積します。これにより、若年層の雇用創出につなげるとと

もに、観光協会（中間支援組織）を経営母体とする持続的な運営体制を構築します。



他社と複数年契約（最大5年契約）している宿のうち

R8年には1軒、R9年には2軒、R10年には1軒、R11年には2軒、

のシステム導入を目標とし、R12年には完全に切り替えを目指します

0%
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20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R7 R8 R9 R10 R11 … R n

他社システム契約

他社システムと複数年契約

共通システム導入

未導入

支援意向なし

26

16

4

13

4

他社のシステムを利

用している宿（そのう

ち複数年契約してい

る宿が13軒）

サイトコントローラー等

未導入の宿

1 3 4 6

6.今後の展望

共通システム導入をゴールとしたときの導入数の推移（目標）
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共通システム導入宿の増加に伴う収益増加予測と域外流出抑制効果予測

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

システム導入宿

数（のべ）
4 5 7 8 10 17

増収見込み

（円）
1,341,307 3,352,507 7,374,907 9,386,107 13,408,507 27,486,907

R7年度は実績値とし、以後システム導入宿1宿につき1年あたりの売上増加額を2,011,200円（※）として加算。

※システム導入宿4軒の実証期間内2か月分の売上を元に、前年同期比で増加した分の合計1,341,307円から、1宿1か月あたりの平均値

≒167,600円を算出し、その12か月分として推定。

共通システム導入に伴う増収予測

共通システムを導入した宿の約2か月間の売上の増加額から、システム導入した場合の1宿あたりの年間の

売上増加額の推定値を算出し、次年度以降導入宿が増えるごとに地域としてどれくらい売上が増えるか

をシミュレーションしています。

導入軒数が10軒を超えると地域内でおよそ1,000万を超える増収効果があり、複数年契約の縛りがある

他社システムを利用している宿13軒がすべて共通システムに切り替わったとすると、およそ2,700万円の増

収効果が見込めます。

6.今後の展望
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共通システム導入宿の増加に伴う収益増加予測と域外流出抑制効果予測

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

システム導入宿

数（のべ）
4 5 7 8 10 17

抑制効果

見込み（円）
147,250 294,500 589,000 736,250 1,030,750 2,061,500

R7年度は実績値とし、以後システム導入宿1宿につき1年あたりの流出抑制効果を147,250円（※）として加算。

※システム導入宿4軒の実証期間3か月間の域外流出抑制効果の合計147,250円から、1宿1か月あたりの平均値≒12,270円を算出し、そ

の12か月分として算定。

共通システム導入に伴う、手数料の域外流出抑制効果予測

共通システムを導入した宿が支払った観光協会への手数料を、域外事業者への流出から内部留保への

転換とみなし、4宿の3か月間の合計から1宿1年あたりの推定値を算出し、以降導入宿が増えるごとにど

れくらい域外流出の抑制効果があるかシミュレーションしています。

今回の実証を元に算出すると、10軒導入しても年間で100万円程度しかなく、今後さらなる改善が必要

であることがわかりました。稼働期間（3か月間）における作成支援したプランの予約は92件、そのうち地

域サイト経由の予約は5件であり、両方の件数を効率的に伸長する必要があります。地域特性を理解した

魅力あるプランや季節性の高いプランなど、エリアマネジメント人材による積極的なプラン作成支援よって地

域サイトのコンテンツを充実させ、地域サイトの流入数とコンバージョン率を高める施策が必要であると考え

ています。

6.今後の展望
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7.おわりに

本事業は、分散型宿泊施設（まるごとホテル）を中核に据え、地域サイト・PMS・CRMといったデジタ

ル基盤と中間支援人材を組み合わせることで、地域全体の観光経営力向上および収益最大化を目

指すモデルです。 本モデルを他地域へ横展開するにあたっては、単なるシステムの導入にとどまらず、地

域の現状を詳細に調査し、導入障壁となる阻害要因を事前に特定する必要があります。また、現場業

務に即した運用設計と、伴走型の支援体制構築も不可欠です。特に、高齢の経営者が多い宿が中

心となる地域においては、操作代行や相談窓口といった人的支援を初期段階から計画に組み込むこと

が重要となります。

また、中間支援を担う地域人材の育成と定着は、事業の持続可能性を左右する極めて重要な要

素です。外部専門人材と地域人材が役割を分担し、専門的知見と地域への深い理解を両立させた支

援体制の構築が求められます。加えて、丁寧な合意形成プロセスを経ることで、宿ごとの「個別最適」か

ら地域の「全体最適」へと、意識の転換を促すことが必須要件となります。

本実証事業における最大の成果は、各宿が価格戦略・販路・顧客データを共有することで、「地域単

位で経営を考える」という視点が醸成された点、および集客に対するモチベーションの向上が見られた点

にあります。一方で、ITリテラシーの格差、繁忙期における運用負荷、人材不足といった課題も顕在化し

ました。今後は、業務の省力化設計と人材確保策を並行して推進することが急務です。

本モデルは、観光収益の地域内循環、雇用創出、後継者育成を同時に実現し得る「地域自走型

観光経営モデル」として、高い汎用性を有しています。各地域の特性に応じた柔軟なカスタマイズを行う

ことで、持続可能な観光地域づくりへの広範な展開が可能であると確信しております。
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